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Summary
　This paper discusses the efficient scale of local administrative services in Japan. There are 
many previous studies analyzing the efficient scale of a local government in terms of total 
expenditure, but few papers focusing on local administrative services. This paper shows that the 
efficient scale of a local government varies depending on its administrative services and needs to 
be analyzed further.
１．問題意識と研究目的
「平成の大合併」とよばれる市町村の再編が行われたことは、記憶にあたらしい。大規模な市町
村の再編が政府によって推し進められてきたのには、次のような理由があった。
①交通の発達に伴って住民の行動範囲は飛躍的に拡大したが、それによって顕著となった行政
サービスに対する受益と負担の乖離という問題を軽減できる。②政策の企画・立案に携わる者によ
り広い視野をもたせることによって、都市部から農村部までを包括的に考慮した効果的なまちづく
りが可能となる。③財政を取り巻く環境が厳しさを増すなかで、地方財政のさらなる効率化を図ら
ざるを得ない。④地方分権によって拡大する権限や税源を十分に扱える主体として、住民にもっと
も身近な行政主体である市町村をしっかりしたものにする必要がある。だがこのなかでも、早急に
対応を図る必要が高かったのは④の理由だったと推察される。
合併によって地方財政の効率化が図れる可能性は、市町村の歳出構造に関する研究によって示さ
市町村における行政サービスごとの効率的な規模 1
−市町村の規模と権限の範囲についての再検討−
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1  　本研究の遂行にあたっては，高崎経済大学より「特別研究助成金」（2012年度）の交付を受けた。ここに
記して感謝の意を表す。なお，残された誤りは筆者に帰すべきものである。
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れてきたといえよう。わが国における市町村の歳出構造に関する研究は、1980年代後半からみられ
るようになった。市町村の歳出構造に関する代表的な研究をあげると、中井（1988）や横道・村上
（1996）、林（1999a）、林（1999b）、原田・川崎（1999）、吉村（1999a）、吉村（1999b）、西川（2002）、
林（2002）、古川（2004）などがある（図表 1 ）。
これらの研究の多くでは、被説明変数に人口あたり歳出総額の対数値をとり、説明変数に人口の
対数値や人口の 2 乗の対数値、面積の対数値などをとって推定を行い、その結果をもとに平均費用
が最小となる人口を示している2。分析手法（推定モデルなど）や使用データ（年度など）の違いから、
平均費用が最低となる市町村の人口は10万人台前半から20万人台後半まで、先行研究のあいだでば
らつきがみられる。とはいえ見方を変えれば、平均費用が最小となる人口は小さくても10万人台前
半であり、市町村の再編によって一定以上の人口を抱えるようになれば財政の効率化を図ることが
できるとも理解できる。国・地方を問わず財政が厳しい状況にあるなかで、このような議論は「平
成の大合併」を政府が推し進める根拠になってきた。
図表１　市町村の最適規模・最小効率規模に関する先行研究
出　　典
最適規模／
最小効率規模
使用データ 被説明変数
中井（1988） 12.8万人 3,253市町村（1984年度） 人口あたり歳出総額
25.3万人 641市（1984） 人口あたり基準財政需要額
29.6万人 3,253市町村（1984年度） 人口あたり基準財政需要額
横道・村上（1996） 面積10km2：　 9.1万人 2,959市町村（政令指定都市，離島，
地方交付税の不交付団体は除く）
（1992年度）
人口あたり歳出総額
面積10km2：  13.6万人
面積50km2：約18.1万人
面積10km2：約20.5万人
林（1999a） 11.8万人 3,232市町村 人口あたり歳出総額
林（1999b） 18.5万人
656市（政令指定都市は除く）
人口あたり基準財政需要額
17.9万人 人口あたり歳出総額
原田・川崎（1999） 存在せず
（L字型）
3,232市町村・村小町村，大町村，小都
市，大都市，政令指定都市別（特別区
は除く）（1995年）
人口あたり歳出総額
吉村（1999a） 21.6万人 686市・特別区（1994年度）
人口あたり歳出総額18.1万人 地方圏の436市（1994年度）
18.2万人 大都市圏の250市・特別区（1994年度）
吉村（1999b） 27.1万人 691市・特別区を14階層に分類（1996
年度）
人口あたり歳出総額
157.3万人
2,564町村を15階層に分類（1996）
245.1万人
西川（2002） 17.0万人 3,255市町村（特別区，政令指定都市
は除く）（1998年度）
歳出総額
林（2002） 37.4万人 572市（1995年度）
古川（2004） 19.4万人（全国）
610市（1998年度） 人口あたり歳出総額
15.3〜30.4万人（地域）
出所：林（2002）をもとに筆者が加筆・修正した。
 
2  　原田・川崎（1999）のように、1 人あたり歳出総額（対数）と人口（対数）のあいだはL字型の形状をしてお
り、最適規模は存在しないと結論づけている。
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一方、先行研究の多くでは歳出総額を分析対象としており、行政サービスごとの、すなわち目的
別歳出の各項目について検証を試みたものは多くない。目的別歳出の各項目を対象とした研究には、
古谷（1989）や林（1999a）があるのみである。しかしながら、効率的に供給できる規模は行政サー
ビスごとに異なっているのではないかと予想されるうえ、歳出総額の内訳について検証することは
市町村の歳出構造をより丁寧に検証することでもあるはずである。
ところで、「平成の大合併」によって大幅に市町村が再編されたことによって3、ある問題も発生
していると考えられる。「平成の大合併」では、合併を選択した市町村がたくさんあったのに対し
それを選択しなかった市町村も少なからずあったし、行政として抱える人口が拡大したところもあ
ればそれをはるかに超える面積の拡大となったところもあった。合併によって、人口や面積といっ
た基礎的な状況において、これまで以上に大きな差異が市町村のあいだに生じているのである。
はたして、人口がおよそ370万人の横浜市から1,000人未満の町村までが同等の権限をもち、同じ
ような税体系のなかで行政を行うことは理にかなっているのだろうか。もちろん、「平成の大合併」
以前から市町村の規模には一定の差異がみられたし、政令指定都市や中核市、特例市といった大都
市制度はいまも存在している。だが、同制度によって新たに付与される権限の幅はそれほど大きい
ものとは言い難いうえ、同制度の適用を受けない小規模な市町村の方が圧倒的に多いのである。
このような背景を踏まえると、市町村の規模の違いと権限の範囲について議論を深めることは地
方行財政の研究において有益であると考えられる。地方分権をひかえた今日のわが国において、権
限移譲や税源移譲のあり方をどのように考えるべきかという問題とも関係している。そこで本研究
では、市町村の規模の違いと権限の範囲について議論することを目的とする。そのためには、上述
したような市町村の歳出構造に関する研究が役に立つだろう。本研究では、市町村の歳出総額のみ
ではなく、目的別歳出の各項目についても分析を行い、市町村の規模が大きく異なるなかでそれら
が担うべき権限の範囲について効率性という観点から再考したい。
なお、市町村の歳出構造に関する初期の先行研究では「最適規模」という用語が使用されてきたが、
林（2002）では住民の効用が最大となる人口（「最適」）と平均費用が最小となる人口（「最小効率規模」）
を区別すべきだと指摘している。本研究では、人口あたりの歳出総額ならびに目的別歳出の各項目
について推定を行い、そこから平均費用が最小となる人口を計測するので、これ以降は林（2002）
にならって「最小効率規模」と表記することとしたい。
本稿の構成は次のとおりである。第 1 節では、市町村の歳出構造に関する研究は「平成の大合併」
を推し進める根拠になってきた一方で、行政サービスごと、すなわち目的別歳出の各項目について
の検証は不足していること、また人口も面積も大きく異なる市町村の担う権限の範囲について再検
討する意義は大いにあることを指摘した。第 2 節では、歳出総額ならびに目的別歳出の各項目それ
 
3  　1995年 4 月の時点で3,234（市：663、町：1,994、村：577）あった市町村数は、合併特例法の経過措置が
終了した2006年 3 月の時点で1,821（市：777、町：846、村：198）まで減少した。市町村合併はその後もゆる
やかに進み、2014年 4 月の時点でわが国の市町村数は1,718（市：790，町：745，村：183）になっている。
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ぞれについて、最小効率規模となる人口を明らかにする。第 3 節では、第 2 節の推定結果をもとに
政策に向けた含意を述べる。第 4 節はまとめとして、結論と残された課題について整理する。
2．実証分析
（1）分析手法
効率性の観点から市町村の規模に応じた権限の範囲について再検討するために、ここでは歳出総
額だけでなく、目的別歳出の各項目について最小効率規模となる人口を算出することを試みる。そ
のために、次のような 2 つのモデルを用いて推定を行う。
　　　　　　　　　　　　　　Yi =α0 +α1Xi +α2 Xi
2　　　　　　　　（ケース 1 ）
　　　　　　　　　　　　Yi =β0 +β1Xi +β2 Xi
2 +β3 Zi　　　　　　　（ケース 2 ）
各記号の説明は次のとおりである。iは市町村を表す添字である。被説明変数Yiは、 1 人あたりの
歳出総額あるいは目的別歳出の各項目の対数値である。ここで、目的別歳出の各項目とは議会費と
総務費、民生費、衛生費、農林水産費、商工費、土木費、消防費、教育費を指す。ケース 1 と 2 で
用いられている説明変数Xiは人口の対数値であり、ケース 2 のみで用いられているZは面積の対数
値である。そして、αとβは推定によって得られたパラメータを意味している。なお、ケース 1 の
場合、上式をXについて微分しゼロとおくと X*=−α1/2α2が得られることから、最小効率規模と
なる人口N*=exp（X*）=exp（-α1/2α2）を算出することができる。
データは、『市町村別決算状況調』（2010年度）から収集し、上記の各変数がすべてそろう1,718
市町村を推定に用いる4。各変数の説明と基本統計量は以下のとおりである（図表 2 、 3 ）。
図表２　各変数の説明
変数名 算出方法 出　　所
歳出総額（対数）
歳出総額あるいは目的別歳出の各項目を国勢調査人口
（2010年）で除して算出した。単位はいずれも億円に
変換して対数値をとっている。
『市町村別決算状況調』
（2010年度）
議会費（対数）
総務費（対数）
民生費（対数）
衛生費（対数）
農林水産費（対数）
商工費（対数）
土木費（対数）
消防費（対数）
教育費（対数）
人口（対数）
国勢調査人口（2010年）を使用している。単位を万人
に変換して対数値をとっている。
人口（対数）の 2 乗 人口（対数）×人口（対数）によって求めている。
面積（対数） 単位をkm2として対数値をとっている。
 
4  　2011年 3 月11日に発生した東日本大震災では、津波による大きな被害に加え、福島原発における重大事故
が発生した。このことは、その後のデータに少なからぬ影響を与えていると考えられることから、本研究では
2010年度データを用いて推定を行う。
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（2）推定結果と解釈
それでは、推定結果を確認していこう（図表 4 ）。
1 人あたりの歳出総額（対数）ならびに目的別歳出の各項目のうち議会費と総務費、民生費、衛
生費、商工費、土木費、消防費、教育費（いすれも対数）に対して、人口（対数）は負の有意な結
果（有意水準1％）、人口（対数）の 2 乗は正の有意な結果（有意水準1％）が得られた。これは、
縦軸に 1 人あたりの歳出総額（対数）や目的別歳出の各項目（いずれも対数）、横軸に人口（対数）
をとった散布図を描くと、U字型（下に凸）のカーブとなって表現されることを意味している（付
録の散布図を参照）。したがって、 2 次関数で表される近似曲線のもっとも低い点から下りてきた
ところの値から、歳出総額あるいは目的別歳出の各項目の最小効率規模となる人口を求めることが
できる。
ただし、 1 人あたり農林水産費（対数）に対してのみ、人口（対数）の 2 乗は有意な結果が得ら
れなかった。これは、 1 人あたり農林水産費（対数）は人口（対数）が拡大すればするほど低下し
ていく、すなわち両者の関係は 1 次関数で表される直線で近似できることを意味している。
つぎに、最小効率規模となる人口についてみていこう。
歳出総額でみたときの最小効率規模となる人口はケース 1 で20.8万人、ケース 2 で28.3万人となっ
た。分析手法の違いはあるものの、多くの先行研究でも市町村の最小効率規模となる人口が10万人
台前半から20万人台と示されていることから、本研究の推定によっても概ね同様の結果が得られた
と理解できよう。ケース 1 よりもケース 2 の最小効率規模となる人口が大きくなったのは、 1 人あ
たり歳出総額（対数）が平均費用を高める面積（対数）によって説明を受けた分の影響が現れたた
めだと考えられる。
一方、目的別歳出の各項目についてみていくと、最小効率規模となる人口に大きなひらきがある
ことに気づく。
図表３　基本統計量
国調人口 面積 歳出総額 議会費 総務費 民生費
（万人） （km2） （億円） （億円） （億円） （億円）
平均値 6.931 215.946 282.327 1.799 35.237 89.754 
標準偏差 18.130 247.760 799.201 2.142 63.061 285.284 
最大値 368.877 2177.670 16412.349 28.919 1273.709 6538.893 
最小値 0.020 3.470 9.014 0.127 1.830 0.459 
標本数 1,718 1,718 1,718 1,718 1,718 1,718 
衛生費 農林水産費 商工費 土木費 消防費 教育費
（億円） （億円） （億円） （億円） （億円） （億円）
平均値 23.659 7.183 11.617 35.527 9.517 30.414 
標準偏差 58.234 8.874 75.564 122.383 20.867 68.529 
最大値 911.888 107.536 1513.810 2416.239 373.176 1111.376 
最小値 0.412 0.028 0.001 0.083 0.003 0.593 
標本数 1,718 1,718 1,718 1,718 1,718 1,718 
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図表４　推定結果と最小効率規模となる人口
（ケース 1 ）
被説明変数 定数項 人口（対数）
人口（対数）
の 2 乗
面積（対数）決定係数 標本数
最小効率規模
となる人口
歳出総額  4.128*** -0.389*** 0.064*** 0.707 1,718 20.833 万人
  （483.972）  （-62.173） （27.959）
議会費  8.913*** -0.522*** 0.034*** 0.930 1,718 2,003.891 万人
（1,605.636）（-128.209） （23.027）
総務費 11.674*** -0.556*** 0.065*** 0.720 1,718 71.306 万人
  （939.542）  （-60.962） （19.509）
民生費 11.774*** -0.124*** 0.032*** 0.282 1,718 7.141 万人
（1,802.765）  （-25.920） （18.004）
衛生費 10.831*** -0.337*** 0.052*** 0.470 1,718 25.716 万人
  （880.298）  （-37.340） （15.703）
農林水産費 10.403*** -0.777*** 0.013 0.522 1,718 −　万人
  （332.660）  （-33.882）  （1.564）
商工費  9.171*** -0.514*** 0.125*** 0.223 1,718 7.791 万人
  （289.870）  （-22.162） （14.740）
土木費 10.922*** -0.302*** 0.067*** 0.323 1,718 9.410 万人
  （757.074）  （-28.584） （17.411）
消防費 10.072*** -0.309*** 0.026*** 0.492 1,718 340.220 万人
  （855.849）  （-35.763）   （8.377）
教育費 11.135*** -0.307*** 0.038*** 0.457 1,718 55.696 万人
  （937.966）  （-35.202） （11.957）
（ケース 2 ）
被説明変数 定数項 人口（対数）
人口（対数）
の 2 乗
面積（対数）決定係数 標本数
最小効率規模
となる人口
歳出総額  3.397*** -0.399*** 0.060*** 0.159*** 0.843 1,718 28.317 万人
  （169.947）  （-86.875） （35.451） （38.507）
議会費  8.691*** -0.525*** 0.033*** 0.048*** 0.937 1,718 2,858.070 万人
  （516.019）（-135.762） （23.276） （13.899）
総務費 10.850***  -73.017*** 0.055*** 0.179*** 0.798 1,718 111.304 万人
  （321.053）  （-73.017） （21.141） （25.674）
民生費 11.481*** -0.128*** 0.030*** 0.064*** 0.374 1,718 8.572 万人
  （587.990）  （-28.568） （18.142） （15.819）
衛生費 10.149*** -0.346*** 0.048*** 0.148*** 0.573 1,718 37.440 万人
  （287.083）  （-42.634） （16.057） （20.310）
農林水産費  7.537*** -0.815***  -0.004 0.622*** 0.775 1,718 −　万人
  （109.871）  （-51.763）  （-0.730） （43.980）
商工費  6.720*** -0.547*** 0.110*** 0.532*** 0.517 1,718 11.900 万人
   （84.213）  （-29.852） （16.446） （32.341）
土木費 10.207*** -0.312*** 0.063*** 0.155*** 0.428 1,718 11.830 万人
  （240.489）    （-32.013） （17.678） （17.725）
消防費  9.445*** -0.317*** 0.023*** 0.136*** 0.583 1,718 1,082.717 万人
  （276.749）  （-40.457）   （7.900） （19.317）
教育費 10.602*** -0.314*** 0.035*** 0.116*** 0.526 1,718 89.348 万人
  （298.672）  （-38.476） （11.685） （15.789）
注： 括弧内の数値はt値である。***、**、*はそれぞれ有意水準1％、5％、10％水準で有意であるこ
とを示す。
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議会費の最小効率規模となる人口は、ケース 1 とケース 2 ともに2,000万人を超えてしまってい
る。これは、1 人あたり議会費（対数）に関しても人口（対数）の 2 乗において正の有意な結果（有
意水準1％）が得られたものの、両者はかなり線形に近い関係にあるためだと考えられる。実際の
ところ、現に存在するどのような都市でさえもこれほどまで大きな人口を抱えるところはないこと
から、農林水産費と同様に、 1 人あたり議会費（対数）も人口（対数）が大きくなればなるほど低
下すると理解してよいだろう。
消防費の最小効率規模となる人口もケース 1 で340.2万人、ケース 2 で1,082.7万人となったことか
ら、農林水産費や議会費ほどではないとはいえ、やはりかなり線形に近い関係にあることがわかる。
さらに総務費や教育費は、これらについで最小効率規模となる人口が大きいこともわかった。ケー
ス 1 とケース 2 の最小効率規模となる人口を確認すると、総務費はそれぞれ71.3万人と111.3万人、
教育費ではそれぞれ55.7万人と89.3万人であった。
逆に、歳出総額でみたときよりも最小効率規模となる人口が小さいのは、民生費と商工費、土木
費であった。ケース 1 とケース 2 で示されている最小効率規模となる人口をみると、民生費はそれ
ぞれ7.1万人と8.6万人、商工費はそれぞれ7.8万人と11.9万人、土木費それぞれ9.4万人と11.8万人で
あった。これらの歳出項目と関連する行政サービスでは、人口 8 〜 12万人程度までは規模の経済
が発揮されるが、それを超えるとむしろ平均費用が高まることがわかった。
3．政策に向けた含意
先述のとおり本研究では、歳出総額でみたときの最小効率規模となる人口はケース 1 で20.8万人、
ケース 2 で28.3万人となったが、先行研究で示されている最適規模や最小効率規模となる人口も10
万人台前半から20万人台後半であることは既に述べた。しかしこれに比べて、目的別歳出の各項目
で測ったときの最小効率規模となる人口にはだいぶ大きいものが目立っていた。これは、議会費や
農林水産費、衛生費、消防費のように人口が拡大すればするほど平均費用が低下するものよりも、
民生費や商工費、土木費のように最小効率規模となる人口が小さい値を示すものの方が、歳出総額
に占める割合が大きいためだと考えられる。
目的別歳出の各項目の最小効率規模となる人口においてこれだけ大きな違いがみられるにも関わ
らず、わが国の歳出構造に関する研究の多くが歳出総額に着目しているのはなぜだろうか。わが国
では福祉からごみ処理、消防、教育までさまざまな行政サービスを市町村が一手に担うことが当た
り前になっているからだろうか。だがアメリカ合衆国では、ごみ処理や教育など単一のサービスを
供給する特定区や学校区があったり、いずれの基礎自治体にも属さない地域があったりする5。
「平成の大合併」によって市町村の人口や面積といった規模に大きな差異がみられるなか、また
 
5  　アメリカ合衆国では、地方自治体は州の創造物と憲法で定められており、地方制度は州ごとに大きな違い
がみられるため、それらを一律に説明するのは難しい。
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地方分権をひかえ権限移譲や税源移譲についての議論が高まるなか、わが国においても市町村の規
模に応じた権限の範囲、それゆえ税体系のあり方についてももっと活発な議論があってもよいので
はないだろうか。たとえば本研究では、民生費における最小効率規模となる人口はケース 1 で7.1
万人、ケース 2 で8.6万人であった6。このように、小さい人口の範囲で規模の経済が発揮されるよ
うな行政サービスについては、現在の市町村よりも狭い範囲での意思決定というものが検討されて
もよいのではないだろうか。
地方分権に関する研究ではこれまで、さまざまな研究チーム等から権限・税源移譲に関する提案
がなされてきた。「無税国家」研究プロジェクト（1980）やそれを発展させた「実効ある地域主権」
研究プロジェクト（2002）、関西社会経済研究所・東北開発研究センター（2004）では市町村合併
による歳出削減、道州制の姿、そのもとでの権限・税源移譲など地方分権を議論するのに重要な視
点が包括的に分析・提示されている7。だがこれらの研究はいずれも、権限の範囲や税体系のあり
方は市町村の規模とは関係なく、同等であることを前提として議論している。
しかし2002年の地方制度調査会のなかで、小規模団体の権限縮小を求める「西尾私案」が提出さ
れて大きな議論を巻き起こした経緯もあるように、地方分権の議論において規模の異なる市町村の
権限の範囲、税体系のあり方についてもっと議論が必要だと考えられる。この点を考慮したシミュ
レーション分析には中村・川瀬（2007）があるが、どのような権限をどの規模の市町村が担うべき
かの検証は十分なものではなく、検証の余地が残されているといえよう。
4．結論と残された課題
本研究では、歳出総額のみならず、目的別歳出の各項目、すなわち行政サービスごとの最小効率
規模となる人口を明らかにしつつ、規模の大きく異なる市町村の権限の範囲についてもっと活発な
議論が必要であるという問題提起を行った。合併によって市町村の人口や面積という状況において
大きな差異が生じ、また地方分権に向けた議論が活発化している今日の背景を考えると、このよう
な論点を提供したことの意義は小さくないと考える。
ただし、本研究には残された課題も少なくない。本研究の推定に用いたモデルは人口（対数）、
人口（対数）の 2 乗、面積（対数）のみを用いたシンプルなものであり、行政サービスごとに加え
られるべき地域の環境要因が十分に考慮されているとはいえない。また本研究では、住民の効用に
ついては検証していないため、最適規模となる人口ではなく、最小効率規模となる人口に議論をと
どめていることも改善の余地があるだろう。
 
6  　商工費や土木費も同様に、最小効率規模となる人口が比較的小さめであった。しかし、これらの目的別歳
出の項目で表される行政サービスは補助金などの財政移転や投資的性質をもつ支出のウェイトが大きいた
め、現行の市町村よりも狭い範囲での意思決定の議論にはそぐわないかもしれない。
7  　これらの研究では「地域主権」という用語が用いられているが、本研究では「地方分権」という用語に統
一して記述する。
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付　録
付録として、歳出総額（対数）あるいは目的別歳出の各項目（いずれも対数）を縦軸、人口（対数）
を横軸にとった散布図を掲載する。散布図には、ケース 1 で推定された近似曲線（ 2 次関数）もあ
わせて表示している。
［歳出総額］　　　　　　　　　　　　　　　　　［議会費］
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［総務費］　　　　　　　　　　　　　　　　　　［民生費］
［衛生費］　　　　　　　　　　　　　　　　　　［農林水産費］
［商工費］　　　　　　　　　　　　　　　　　　［土木費］
［消防費］　　　　　　　　　　　　　　　　　　［教育費］
注：縦軸は歳出総額あるいは目的別歳出の各項目、横軸は人口である。いずれも対数値である。
 （なかむら　ただかつ・本学地域政策学部准教授）
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